




































































































































































































































































































































































































３月18日㈫ プレ模範議会 参議院（千代田区） 白鷗大学・慶應義塾大学・立正大学から学生が参加。
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































チーム名（グループ名） 企画立案 立法事実 立法価値 合計 順位
A　おいしい無党 36 39 21 96 １位
B　新司法の会 15 12 3 30 ５位
C　ぼくらの党 3 7 24 34 ４位
D　日本革新党 21 3 12 36 ３位
E　斜眠党 9 9 12 30 ５位
X　悪戦苦党 12 24 24 60 ２位
○　投票結果（学生投票分）
チーム名（グループ名） 企画立案 立法事実 立法価値 合計 順位
A　おいしい無党 35 39 37 111 １位
B　新司法の会 40 27 31 98 ３位
C　ぼくらの党 35 34 38 107 ２位
D　日本革新党 19 36 21 76 ４位
E　斜眠党 15 7 6 28 ６位





































































































































































































































































チーム名（グループ名） 企画立案 立法事実 立法価値 合計 順位
A　おいしい無党 60 36 33 129 １位
B　新司法の会 12 3 3 18 ４位
C　ぼくらの党 36 24 39 99 ２位
D　日本革新党 3 0 9 12 ５位
E　斜眠党 0 9 0 9 ６位
X　悪戦苦党 9 48 36 93 ３位
○　投票結果（学生投票分）
チーム名（グループ名） 企画立案 立法事実 立法価値 合計 順位
A　おいしい無党 33 34 35 102 １位
B　新司法の会 25 30 24 79 ３位
C　ぼくらの党 25 37 38 100 ２位
D　日本革新党 25 12 15 52 ５位
E　斜眠党 17 6 13 36 ６位







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































２　 前 項 の 罪 は、 刑 法（ 明 治 四 十 年 法 律 第
四十五号）第三条の例に従う。
第二十条　第五条第二項の書面に虚偽の記載を
した者は、三年以下の懲役又は五十万円以下の
罰金に処する。
第二十一条　第八条第一項の許可を受けないで、
業として行う代理懐胎のあっせんをした者は、
一年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処
し、又はこれを併科する。
第二十二条　次の各号のいずれかに該当する者
は、五十万円以下の罰金に処する。
一　第六条第一項の規定に違反して、記録を作
成せず、若しくは虚偽の記録を作成し、又は同
条第二項の規定に違反して記録を保存しなかっ
た者
二　第九条の規定に違反した者
三　第十条第一項の規定に違反して、帳簿を備
えず、帳簿に記載せず、若しくは虚偽の記載をし、
又は同条第二項の規定に違反して帳簿を保存し
なかった者
四　第十一条第一項の規定による報告をせず、
若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定によ
る立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若
しくは同項の規定による質問に対して答弁をせ
ず、若しくは虚偽の答弁をした者
２　前項第二号の罪は、告訴がなければ公訴を
提起することができない。
第二十三条　法人（法人でない団体で代表者又
は管理人の定めのあるものを含む。以下この項
において同じ。）の代表者若しくは管理人又は法
人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者
が、その法人又は人の業務に関し、第十九条、
第二十一条及び前条（同条第一項第二号を除く。）
の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、
その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を
科する。
２ 　前項の規定により法人でない団体を処罰す
る場合には、その代表者又は管理人がその訴訟
行為につきその団体を代表するほか、法人を被
告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する
法律の規定を準用する。
第二十四条 　第十九条第一項の場合において供
与を受けた財産上の利益は、没収する。その全
部又は一部を没収することができないときは、
その価額を追徴する。
附　則
１　この法律は、公布の日から起算して二年を
経過した日から施行する。
２　この法律による代理懐胎手術等については、
この法律の施行後三年を目途として、この法律
の施行の状況を勘案し、その全般について検討
が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が
講ぜられるべきものとする。
理　由
　代理懐胎のための手術及びあっせん等が適正
に行われるための手続を定めるとともに、代理
懐胎により出生した子の家族関係についての特
例を設ける必要がある。これが本法律案を提出
する理由である。
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の語を用いることとした。このように規定し
ておかないと、規制対象が明確にならないば
かりか、例えば、流産をした場合、代理出産
は不能となるから法の規制対象とならないの
かといった問題が生じかねない。また、学生
の法案では「出生児の処遇」とあったが、障
害児を引き取らない実親や出生児の引渡しを
拒否する代理母といった問題を引き起こさな
いためにも、出生と同時に法律関係を適用す
る必要があり、そうした点を含めて「親子関
係の特例」の語を用いることとした。
　代理懐胎については、臓器移植法（平成９
年法律104号）を基本的に参照しつつ、母体
保護法（昭和23年法律156号）の規定を加味
して条文化を行った。難しい点は、臓器移植
の場合、死亡したドナーからの臓器が規律対
象となるのに対して、代理懐胎の場合は、生
きている受精卵と代理母を対象としなければ
ならない点であり、また、短期間で終了する
臓器移植と異なり、約10ヶ月という長期間の
懐胎期間が必要となり、懐胎しなかった場合
や、流産した場合、母体保護のため堕胎しな
ければならない場合など、様々な状況を想定
しなければならず、また、その間、実親が死
亡した場合の相続関係など代理懐胎者以外の
諸事情も考慮しなければならないなど、各種
の観点からの考察を要することである。
　親子関係についても同様で、当事者の意思
で出生児の法律関係が変動しないようにする
とともに、分娩の事実をもって母親とする現
行の家族法の原則を変更しないよう、民法の
特別養子縁組制度を取り入れて親子関係の特
例を設けることとした。これにより、出生と
同時に代理母と出生児の親子関係が成立する
が、同時に、特別養子縁組が成立して依頼者
夫婦と出生児の間に親子関係が成立すること
になる。戸籍上、代理母を実母とする養子縁
組の記載はなされないから、依頼者夫婦と出
生児との関係は実親子と実際上変わらないの
である。
　もちろん、この法案には数々の欠陥が含ま
れており、その点を学生が模擬国会で炙り出
すことができるかが焦点の一つとなる。
　第３章　模擬国会による能動的学修
　⑴　プレ模範議会2014
　この法案をもとに、参議院広報課の協力
を得た課外活動として、「プレ模範議会2014」
を実施した。この企画は、参議院内の施設を
借りて模擬国会を実施し、法案を作成した学
生に実際の立法過程で法案が審議される様子
を体験させるとともに、審議手続を通じて専
門的観点から法案に問題点がないか検証する
意義を有している。模擬国会の前には国会議
事堂内の見学も行うので、一層立法過程を身
近に感じられるようになっている。
　当日は、白鷗大学及び慶應義塾大学の学生
の他、立正大学法学部岩切大地研究会の協力
も得て、教員５名、学生21名の参加者によっ
て実施された（なお、参加した学生は、必ず
しも前期の法律案作成作業を行った学生と重
複しているわけではない）。質疑・答弁等の
資料は、課題法案に対する講評や国会会議録
などをもとにして、研究代表者及び共同研究
者が作成した42。参議院広報課の職員が、適
宜、法案審議過程についての解説を入れなが
ら進められ、参加学生は台本を読むだけであ
るが、国会での法案審議を見たこともない参
加者ばかりであるので、所々戸惑っている姿
が見て取れた。特に、事前に資料を読んでお
くように指示はしてあるが、委員会審議の全
体像をつかめていない学生が多い。自分の発
言に関係する部分にばかり気をとられてしま
　　　　　　　　　　　　　
42　プレ模範議会2014の資料はWeb上で閲覧できる。
　　http://web.sfc.keio.ac.jp/~junta/pub/gikai/140318gikai/index.html
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い、挙手すべきところで挙手を忘れていた
り、台本に「退席」とあるのに着席したまま
で進行が止まってしまったりという具合であ
る。この他、事前に台本を読んでおらず、漢
字の読みを間違える者もいた。概して、参加
者としては国会の雰囲気を味わってそれなり
の意義を感じているようであったが、ロール
プレイとして参加者それぞれが役割分担を認
識しているかというと疑問なしとしないとい
う印象であった。
　ここで挙がった問題点は、次の模擬国会の
課題ともなる重要な事柄であって、指導方法
を検討する際の考慮要素となる。
　⑵　準備段階
　慶應義塾大学湘南藤沢キャンパス（SFC）
における模擬国会は、「SFC模範議会」と称
して、研究代表者が担当する講義「憲法（統
治）」の授業内企画として実施される。希望
者を募って企画運営者として委員会審議を行
わせる必要があるが、履修者は１年生が多
く、憲法の基本的な知識や資料収集・調査の
能力にも欠ける者がいる場合がある。そこ
で、適宜、助言・指導をするアシスタント学
生の存在が不可欠になる。本年度は７名の学
生にアシスタントとして無償で協力してもら
えることになった。いずれも昨年度以前の模
範議会経験者である。
　まず、これらの学生と事前協議の機会を設
け、法案についての解説と日程・方針の確定
などを行うところから準備段階が始まる。以
下、次のような日程が続く。
　初回の授業で、履修者に対して模範議会の
意義と授業との関係性などについて説明し、
企画運営者への応募を促すなどのガイダンス
を行う。この後、企画運営者の募集を開始
し、履修登録が完了する１週間程度で締め切
る。その際、１週間のスケジュールの提出を
求め、グループワークがやりやすいようにグ
ループ割を決定する。本年度は、11名の応募
があり、４グループに分けた。
　⑶　導入段階（Ⅰ期）
　国会において、質疑・答弁や討論文の作成
は政治家だけでなく、それを支える官僚や秘
書などのスタッフの存在が欠かせない。模擬
国会は、ロールプレイ方式で大臣や議員の役
割を体験することが基本であるが、SFC模範
議会は質疑・答弁や討論文まで作成する作業
が加わるので、学生は政治家とスタッフ双方
の役割を体験することになる。
　企画運営者として参加する学生には、まず
国会議員のスタッフとしての視点を持たせて
法案の内容を理解し、質疑と討論文という課
題に取り組む作業から始める。最初の顔合わ
せになる第1回企画運営者会議では、まず国
会審議の流れを解説しながら、全体で15分程
度で終わる簡単な台本に基づく模擬国会を実
施する43。舞台設営はせずに、単純に台本を
朗読するだけである。引き続き、国会質疑の
意義についての理論と実践について説明す
る44。その際、国会議員事務所にインターン
シップに来た学生であるとの役割を想定させ
て、法案についての想定問答集と討論文を作
日程 内　容 備　考
４月６日㈰ 事前協議 アシスタント学生との協議。法案についての解説、日程・方針の確定。
４月７日㈪ ガイダンス 初回授業内での説明。法案についての解説。
４月15日㈫ メール受付終了 企画運営者募集締め切り。人数が多い場合は選抜。
４月18日㈮ グループ割決定 この段階では、政府・与野党の区別なし。
時間割に基づく。決定次第伝達。
　　　　　　　　　　　　　
43　解説内容と台本は、以下を参照。http://web.sfc.keio.ac.jp/~junta/pub/gikai/intro_p1.html
44　岡田ほか・前掲注（29）259頁以下。
− 57 −
法学教育における能動的学修プログラムの開発
成するよう依頼されたという設定45でグルー
プワーク期間に入らせるのである。
　以下、上の表のような日程で導入段階の作
業を進めていく。
　約２週間の作業期間中に作成するのは、想
定問答集と討論文である。ただ、この段階で
は委員会での役割分担は定めずに、グループ
で法案を検討して、賛成・反対の態度を決定
し、それに基づく討論文46を作成する。法案
への賛否という結論とその理由を明確にする
ために、まずは法案に関しての理解を深めな
ければならない。そうした作業を踏まえては
じめて適切な質疑・答弁が可能になるので、
想定問答集の内容を見れば、理解度は自ずと
計ることができるのである。そして、結論→
討論（理由）→質疑（論点）という順での思
考方法から、事実の発見へとつなげていく作
業手順を示す47。例えば、次のようなもので
ある。
結　論：この法案には賛成である。
↓
理　由：現在は、血のつながりがあっても、
代理出産では法的には親子と認め
られない。
↓
事　実：法的に親子と認められないのは、
現在どのような仕組みだからか？
　このようにして、結論と理由を示す討論文
と、事実の発見作業である質疑とが、連動す
る構図になる質疑を「模範的質疑」として、
作業の基本姿勢とする。その際、強調するの
は情報収集・分析・評価（情報処理プロセス）
の重要性であり、一面からではなく多面的に
物事を分析し、当初の結論とは異なる結論を
出すこともいとわない姿勢である48。この点
は、国会も裁判所もその活動において証拠に
基づいて事実を発見（認定）することが重要
であることを踏まえている。
　さらに、本年からは、価値判断の枠組みと
して「幸福・正義・公正」の要素を加味する
ようにしている。これは、高等学校の学習指
導要領の改訂に伴い、科目「現代社会」にお
いては、「現代社会において『幸福、正義、
公正』などがどのような形で実現されてきた
のか、諸課題を解決していく中で、『幸福、
正義、公正』などをどのように実現していく
のか、そのためには課題をとらえて考察する
ための基本的な枠組みはどのようになってい
るのかということを身に付けさせることを目
指」すものとされているが49、この点が、様々
な価値観や利害関係の調整が不可欠な立法過
程において重要な要素であると考えたからで
ある50。
　従来の模範議会は、情報処理プロセスに重
日程 内　容 備　考
４月21日㈪ 企画運営者会議① １、国会審議の流れを体験
２、質問・討論文作成方法の説明
４月22日㈫
〜５月５日㈪
グループワーク期
間（Ⅰ）
法案への賛否を決め、討論文・質問の作成を進める。
５月７日㈬ 想定問答集・討論
文提出期限
各グループ10〜15問の想定問答（Q&A）及び討論文を提出。討論文・質
問項目を公開。
５月14日㈬ （再提出期限） 再提出するグループのみ。
　　　　　　　　　　　　　
45　同上259−260頁。
46　国会における討論とは、議案に対する賛否を明らかにしてその理由を述べる演説である。日常用語としての「討論」とは
意味が異なることに注意を喚起しておく必要がある。
47　岡田ほか・前掲注（29）275−277頁。
48　同上277-283頁。
49　文部科学省「高等学校学習指導要領解説　公民編」（平成21年12月）9頁。
50　この点についての初等中等教育における課題を考察したものとして、横大道ほか・前掲注（32）を参照。
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点を置き、価値判断を学生の主観に委ねる方
針であったが、今後、新学習指導要領に基づ
く授業を受講した者が学生となることもあ
り、法案の賛否を考える際に、高等学校「公
民」で学んだことを活かすために、「現代社
会」で強調されている「幸福・正義・公正」
の要素を考慮してグループワークに臨むよ
う、試行的な指示を行った。
　具体的には、まず「幸福」について次のよ
うな考察をすることとした。
①　一人一人の人間は、それぞれが自分ら
しく生き、自己の目的が実現できるこ
とを求めている。個々人は、自らの「幸
福」を願い、充実した人生を求めてい
るのであって、こうした願いができる
限り実現できるよう配慮されているこ
とが、現代社会の諸課題を考察する上
で大切なことであると言えよう。しか
し、自己の幸福の追求は、時として他
者や他の集団、あるいは社会全体の幸
福と対立や衝突することがある。
幸福 不幸
現　行
立法後
　課題となっている法案が成立した前後で
生じる「幸福」と「不幸」について思いつ
くことを、上の表に記入しなさい。
　次に、「正義」について次のような考察を
することとした。
②　そこで、このような対立や衝突を調整
し、いかによりよい社会を形成すべき
か考察することが必要である。そのと
き、すべての人にとって望ましい解決
策を考えることを、ここでは｢正義｣に
ついて考えることであるとしている。
つまり、ここでいう「正義」とは、何
か特定の内容があると考えるのではな
く、何が社会にとって正しいのかとい
うことについて考えることが「正義」
について考えることであるととらえて
いるのである。
立法を正義である
と根拠付ける理由
は何か。
立法を不正義であ
ると根拠つける理
由は何か。
　そして、「公正」については次のように考
察することとした。
③　「正義」について考える際に、必要と
なってくるのが「公正」である。すな
わち、「公正」とは、対立や衝突を調
整したり解決策を考察したりする過程
において、また、その結果の内容にお
いて、個々人が対等な社会の構成員と
して適切な配慮を受けていることであ
る。また、「公正」であるとは、社会
の制度や規範、あるいは行為の結果を
正しいものとして人々が受容する条件
が成り立っていることということもで
きる。例えば、対立や衝突の調整を図
る場合、当事者のうち片方の主張だけ
を取り上げていないか、少数者にも配
慮しながら社会の多数の幸福を図るよ
うにしているかなど、手続きや結果に
ついての「公正」が確保されているか
どうかなどを一つの目安として考える
ことができる。
②の正義と不正義を調整したり、解決したりす
る上で、何をどのようにすれば「公正」と扱わ
れることになるのか。
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　以上の「幸福・正義・公正」の説明は、高
等学校学習指導要領解説公民編８−９頁から
引用している。これを今回の法案にあてはめ
て考えることで、より客観的な価値判断がな
し得ることを期待している。もっとも、現在、
試作段階であるので、今回は考える際の参考
資料として配布したのみで、記述内容を分析
するといったことはしていない。提出された
課題を見る限り、ここで示した視点が活かさ
れているようには思われなかった。より内容
を精査し、より具体的な解答項目を設けるな
どして、ワークシート化していくことが今後
の課題である。
　このほか、法案に関係する資料として、次
のものを提示した。いずれもインターネット
などから容易に入手できる資料であり、これ
を参加者共通の前提知識として扱うものとし
ている。
 〇　判　例
　・最二小判昭和37年４月27日民集16巻７
号1247頁
　・最二小判平成19年３月23日民集61巻２
号619頁
　・最三小判平成25年12月10日裁時1593号
４頁
 〇　ガイドライン
　・日本不妊学会「『代理母』の問題につ
いての理事見解」（1992年11月）
　・日本産科婦人科学会「代理懐胎 に関
する見解」（2003年４月）
 〇　報告書
　・厚生科学審議会生殖補助医療部会「精
子・卵子・胚の提供等による 生殖補
助医療制度の整備に関する報告書」（平
成15年４月28日）
　・法制審議会生殖補助医療関連親子法制
部会「精子・卵子・胚の提供等 によ
り出生した子の親子関係に関する民法
の特例に関する要綱中間試案」（平成
15年７月15日）
　・日本学術会議生殖補助医療の在り方検
討委員会「代理懐胎を中心とする生殖
補助医療の課題―社会的合意に向けて
―」（平成20年４月16日）
　・日本医師会「生殖補助医療の法制化に
関する日本医師会生殖補助医療法制化
検討委員会の提案」（平成25年２月13
日）
 〇　調　査
　・平成10年度厚生科学研究費補助金 行
政政策研究分野 厚生科学特別研究事
業「生殖補助医療技術に対する国民の
意識に関する研究」報告書「生殖補助
医療技術についての意識調査 集計結
果（概要）」平成11年５月
　・平成14年度厚生労働科学研究費補助
金厚生労働科学特別研究「生殖補助医
療技術に対する国民の意識に関する研
究」報告書「生殖補助医療技術につい
ての意識調査2003 集計結果」平成15
年４月
　なお、本年度はⅠ期のグループワーク期間
中に２名の学生が企画運営者の辞退を申し出
たため、グループを３グループに再編成して
作業を継続させた。そのため、ある程度意見
がまとまっていた学生が、結論の異なるグ
ループに配置転換されたために、多少の混乱
が生じることになった。そうしたことも影響
してか、提出された課題内容は、総じてあま
りレベルの高いものではなかった。
　提出された課題は、授業支援システム（SFC
−SFS）上で他のグループの提出した課題を
閲覧できるようにしており、各グループは、
それらと比較して自分たちの課題を再検討
し、１週間後に再提出することができる。自
らが作成した資料を他者の資料との関係で自
省し、その内容を改善することを期待しての
措置である。
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　⑷　本格的作業段階（Ⅱ期）
　提出された課題の完成度を評価し、それぞ
れのグループの役割分担を決定した。基本的
に答弁の対応が最も重要になるので、完成度
の高いグループを答弁者に充て、次いで野
党・与党の順に役割分担を行っている。野党
は法案の欠点を見つけ出して、質疑で答弁の
矛盾等を指摘する役割を担うので、答弁者と
伍するだけの力量が必要である。なお、与党
会派からは委員長役を１名選出し、委員長や
議長用の台本や当日配布資料の作成など51、
アシスタント学生の補助的業務に就かせるこ
とにしている。これにより、委員長１名、答
弁者グループ３名、質疑者グループのうち与
党役（会派①）２名、野党役（会派②）３名
の体制でそれぞれ作業を行うことになった。
　第２回企画運営者会議を開催して、役割分
担を発表するとともに、当日の進行手順の確
定などを行った。これを受けて、各役割に応
じた作業のためのグループワーク期間に入
る。日程は下表の通りである。
　この期間に最も重要な作業が行われる。す
なわち、各会派（質疑を行うグループ）は質
問作りをし、答弁者グループはそれに備えた
勉強会を開催する。Ⅰ期と異なりグループご
との法案に対する賛否が明らかになってお
り、その役割に応じて作業をしなければなら
ない。それと同時に、質疑者にはそれぞれの
持ち時間が決められているから、それに合わ
せて質問の優先順位を付けて、数を絞ってい
くことも必要になる。答弁者は、法案を成立
するために、自分で作成した法案であるかの
ように隅々まで検討して、欠点がないか、改
善すべき点がないかを探しながら、それらの
点が指摘された際に防御する主張を組み立て
なければならない。この時期にグループワー
クで意思疎通が十分はかれなかったり、個人
によって理解にムラがあったり、漫然と作業
をしているだけでは、満足のいく質疑は生ま
れない。ちょうどテニスの上手な人間同士だ
とラリーが続くように、質疑も理解力の高い
もの同士でおこなって初めて高度な議論が展
開できるのである。
　⑸　直前準備段階（Ⅲ期）
　各質疑者グループから質問が提出されてか
ら、代表者会議を開催し、グループの代表者
に対して必要な指示を与えることにしてい
る。本年度は参加人数が少ないので、全員参
加でも支障はないが、例年は、15～30人の企
画運営者で実施しているので、実質的な協議
となるようにこうした機会を設けているので
ある。
　本年度は答弁者グループが代表者を出せな
いということで、これに対しては、メールで
指示をすることとした。質疑者グループに対
しては、質問の数に過不足があることと、内
容的に表面的な質問が多いので、より本質的
な質問をするように指示をした。単に質問を
投げかけるだけでは不十分であり、答弁を想
定した質問を作成する必要があることを改め
　　　　　　　　　　　　　
51　台本等はプレ模範議会で作成されたものを踏襲しているので、前掲注（42）のWeb掲載資料を参照。
日程 内　容 備　考
５月19日㈪ 企画運営者会議② １、想定問答集・討論文について講評
２、政府・与野党割り決定
３、質疑時間等の進行手順の確定
４、会派内での役割分担指示
５月20日㈫
〜５月26日㈪
グループワーク期
間（Ⅱ）
委員長は進行表作成、各会派は質問作り、政府は質問に備えて勉強会・
広報資料作成。
５月28日㈬ 質疑予備通告 政府は広報資料提出。
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て説明した。
　ここでの指摘を踏まえて質問内容と数を練
り直し、質疑者グループは答弁者グループに
対して質問の事前通告を行う。日程は上の表
の通りである。
　これを受けて、答弁者グループは答弁作成
作業に入る。一方、質疑者グループは、各会
派の主張を一般履修者に説明するための資料
作成作業に入る。政党が広報紙を作成するの
と同じであり、これもロールプレイの一環と
位置づけている。
　第３回企画運営者会議は、質疑などについ
ての簡単な打合せにとどめて、会場設営の確
認などを行った。
　⑹　模範議会当日
　模範議会は６月14日㈯に開催された。当日
の進行は次のとおりである。
日程 内　容 備　考
６月１日㈰ 代表者会議 各グループから１〜２名の代表者が出席
６月４日㈬ 質疑本通告 政府は答弁作成作業開始。
各会派は配布資料作成。
６月９日㈪ 企画運営者会議③ 最終打ち合わせ。会場確認。
１２：４５　企画運営者全員集合・設営準備作業・進行確認
１３：３０　開　場（この時間まで部外者立入禁止）
１４：００　開　始（１３：５５着席）
　○　模範議会SAから概要説明（１分）
　○　模擬「参議院生殖補助医療に関する特別委員会」（79分）
事　　項 役　　職 所　要
開会宣告・委員長選任 主宰者
7分委員長挨拶 委員長
趣旨説明 衆議院議員Ａ
質　疑（会派①・与党） 会派①委員１ 15分
質　疑（会派②・野党） 会派②委員１ 15分
休憩宣告 委員長 10分
質　疑（会派②・野党） 会派②委員２ 15分
反対討論（会派②） 会派②委員３ 5分
賛成討論（会派①） 会派①委員２ 5分
採　決 委員長
7分
附帯決議案動議提出 会派①委員２
附帯決議案採決 委員長
政府より発言 厚生労働大臣
審査報告書作成承認 委員長
散会宣告 委員長
１５：２０　委員会散会予定（15分休憩・本会議用に舞台設営）
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　委員会審議は、法案提出者、大臣、委員（国
会議員）などの役割を分担し、提出された法
案について、与党・野党がそれぞれの立場か
ら質疑・討論を行い、採決に至る手続で進め
られる。
　本年度の質疑内容は表面的な議論が多く、
また、条文に即した議論や具体的事例を想定
した質疑に欠けていた52。何より、用意され
た質問数が少なく、持ち時間の半分程度を残
して質疑を終わらせてしまう質疑者が多かっ
た。明らかに異なる答弁をしているのに、そ
のまま質疑を続けてしまう者もいた。そうし
た点の改善方法は、改めて検討しなければな
らないが、ここでは模範的質疑の例を示して
みたい。以下に挙げた問答集は、６年前の模
範議会2009の企画運営者で、現在、中央省庁
入省２年目の卒業生の協力で作成したもので
ある。模範議会当日に資料として配布して履
修者の参考とした。
１、８条における「業として行う代理懐
胎をすること」の定義如何。具体的な例
を示されたい。
→「業として」とは、通常の法令用語に
ならい「反復継続して」の意味であり、
海外で代理母を反復継続して行う者を念
頭にした規定である。業としての代理懐
胎を許可するということではなく、原則
としてそうした行為を禁止するという趣
旨である。不妊体質である娘のために、
母体を提供する母親が、娘にかわって複
数回代理懐胎をする場合等には、その適
正性を行政庁において審査する必要があ
ることから、許可事項としている。代理
懐胎をするために養子縁組を用いて母子
関係を偽装する例などが考えられるため
である。
２、8条は代理懐胎を利用しようとする
両親が、許可を受けた者のあっせんを通
じて、全くの第３者の代理懐胎により子
を成すことを想定していると思われる
が、この規定は営利禁止の規定と整合し
ないのではないか（危険かつ大変な負担
のかかる懐胎を面倒な行政手続きを経て
まで第三者のために無償で行うものが法
的に規定するに値するほどいるとは思え
ない）
→必ずしも第三者が代理母となることを
想定したものではなく、あっせん業者は
適切な医療機関情報の提供やあっせん、
法的助言等も業務範囲とすると考えられ
る。また、アメリカにおいては代理母を
ボランティアで行う例もあり、現実的に
営利性を排除しても第三者が名乗り出る
と考えている。なお、あっせん業者が認
める適切な範囲内で相当額の必要経費
（精神的肉体的負担に対する慰謝料を含
む）を依頼人が代理懐胎した者に支払う
ことは営利禁止規定に抵触しない。
３、８条２項２号における「公正かつ適
正」な選択とは、具体的にどのような基
準で判断されるのか。それぞれ例を挙げ
て示されたい。
→詳細については厚生労働省が作成する
指針にて具体的に示されるが、主として、
①適法に手続を進められるか、②非営利
性を保った運営が可能か、③制度に対す
る信頼性を損ねることがないかといった
観点から、人物に対する評価・経歴・能
力、資産要件その他の要素を考慮すべく
方針が策定されるものと理解している。
　　　　　　　　　　　　　
52　質疑及び答弁については、後日、資料『模範議会2014―記録と資料』として公刊する予定である。
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４、16条の請求が行われなかった場合で
も17条の規定はあまねく適用されるとこ
ろ、何らかの事情により16条の請求が行
われない場合、子は親がいないことにな
るのではないか。
→ご指摘に「なんらかの事情」が「やむ
を得ない事由」に該当する場合は、家庭
裁判所の職権で予定縁組を成立させるこ
とができると解される。それ以外の状況
にあっては、あっせん業者が関与してい
る場合は必ず請求が行われるので問題は
生じないと考える。また、あっせん業者
が関与しない場合でも、医師がその旨の
教示をすることで不注意による請求期間
の渡過は防げる者と考える。
→いずれにしても、16条２項は一種の訓
示規定として、請求に対する遮断効によ
り親子関係の成立を妨げるものではな
く、子の福祉と代理懐胎者の安全に適合
するよう、家庭裁判所において後見的判
断がなされることを念頭においている。
４－２、予定特別養子縁組を代理懐胎手
術の前に行うこととし、それを代理懐胎
手術が認められる要件とすべきではない
か。
→代理懐胎手術を実施する前に縁組を成
立させると、後日の事情の変化によって
親子関係に混乱が生じてしまう可能性が
あることから、現行の通りとしたい。例
えば、後述されているように、代理懐胎
者が依頼者夫婦以外の第三者の子を懐胎
してしまった場合が想定される。
４－３、家庭裁判所が予定特別養子縁組
を認めない場合、どうなるのか。
→医師による適切な代理懐胎がなされて
いる以上、「認めない場合」は想定し難
い。万が一にも生じる可能性のある、そ
うした状況を回避するためにもあっせん
業者を間に入れることを推奨したいと考
える。
５、法律上の婚姻の届出をしていない夫
婦を本法の適用対象とする理由如何（法
秩序の形骸化を助長するのではないか）
→５条１項の夫婦に係る括弧書きの規定
についてのご指摘と思われるが、いわゆ
る内縁関係について法律婚による夫婦と
同様に扱うことは、他の法令においても
見られる事柄であり、むしろ法体系にお
ける整合性をはかるものと解される。
６、本法が適用される事例において、代
理懐胎した女性、代理懐胎を利用した夫
婦、代理懐胎により出生した子それぞれ
の戸籍上の記載はどうなるのか。
→戸籍上には、特別養子縁組と同様に養
父母のみが記載され、代理出産をした実
母の記載はない。ただし、出生の日が「民
法817条の２による裁判確定日」として
付記される。
７、代理懐胎の利用を希望した夫婦が子
の出生前に離婚した場合の親族関係如
何。（予定特別養子縁組前後についてそ
れぞれお答え願いたい）
→まず、こうした事態が生じないよう
あっせん業者、指定医師において十分な
説明がなされ、当事者が同意した上で施
術がなされることが前提である。
→その上で、17条の「養子と代理懐胎し
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た者との親子関係は、出生の事実によっ
て終了する」との規定の趣旨は、基本的
に養子出生後は養親（またはいずれか一
方）との親子関係を構築すべきとするこ
とにあり、代理懐胎者との親子関係を認
めない趣旨であると解される。
→これを踏まえれば、予定特別養子縁組
の許可を得た後であれば、妊娠中の夫婦
が離婚したのと同様に扱われ、養母と子
の間に親子関係が生じ、養父との関係は
認知（出生前も含む）によって形成され
る。この場合、民法817条の３（養親の
夫婦共同縁組）の規定は適用されない。
→予定特別養子縁組の許可前で代理懐胎
手術がなされた後の離婚については、養
父母からの請求がなされた後であれば、
前記の事例に準じて扱われる。手術がな
されたにもかかわらず、養父母からの請
求がなされない場合等の事態にあっては
特別養子縁組の養親登録業務を担う児童
相談所が対応する。
８、16条２項に言うやむを得ない場合と
はどのような場合を想定しているのか。
→指定医師の事情により必要書類が整わ
なかった、震災等で家庭裁判所が請求の
受付ができないなど、当事者の帰責性の
ない場合を想定している。
９、代理懐胎をする者の義務について定
めがないところ以下の事例につき見解い
かん。
ア　代理懐胎直後の性行為により代理懐
胎する者が第三者男性の子を懐胎した場
合。同時に懐胎することや、代理懐胎の
成否を誤認することになりかねない。
イ　代理懐胎者の自傷行為、不摂生、薬
物接種等の故意又は過失により障害児を
出生した場合。
→あっせん業者を介する場合は、厚生労
働省の定める指針に基づき指導をなし得
る。また、いずれの場合においても、指
定医による問診・指導、記録作成などに
より適切に代理懐胎がなされ、それに不
適当であると予め医師が判断した場合は
施術を行わないこととなる。
→それ以上の義務付けは、代理懐胎者の
プライバシーに関わる問題ともなり得る
ので適当であるとは思われない。ただし、
イに記載されたような事実が明らかな場
合は、別途、不法行為による損害賠償請
求の余地は生じ得る。
10、流産を想定した規定が必要ではない
か。
→流産により当然に予定特別養子縁組は
効力を失うので、不要である。
11、その他母体及び胎児の生命、健康に
被害があった場合の、代理懐胎者及び依
頼者の危険負担如何。
→基本的には依頼者における危険負担が
第一次的なものとなる。
→なお、あっせん業者に対する指針にお
いては、保険加入を促すなどの対応をと
る予定である。
　この質疑は、まず条文の文言に即している
こと、具体的な適用場面を想定しているこ
と、そして、あらゆる場面を想定して法案の
不備を見つけ出そうとしていることといった
要素を含んでおり優れている。また、この質
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疑・答弁を通じて、法案の内容をより深く知
ることができ、事実発見という質疑の意義を
果たしているのである。
　委員会審議に引き続き行われる本会議議事
は、はじめに委員長から審議の経過と結果の
報告があり、討論に続いて採決が行われる。
討論は、企画運営者以外の一般履修者から優
れた討論文を提出した者を選抜し、企画運営
者とともに参加させている。本年度は4名が
選抜された。その後、一般履修者も含め参加
者全員により、法案への賛否について投票を
行った。当日のスケジュールは上の表のとお
りである。
　投票結果は、賛成34票、反対56票であり、
反対多数で否決となった。
　⑺　一般履修者の投票理由の分析
　一般履修者が本会議で投票する際には、投
票用紙（A4サイズ）に理由の記述欄を設け
ている。国会で投票する際に、理由の記述は
もちろん不要であるが、一般履修者が法案に
ついてどの程度理解をした上で、投票行動に
出ているのかを分析するためにそうしたこと
を求めている。
　まず、賛成者の投票理由についての分析結
果である。
　⑴　事実認識について
　・賛成・反対の立場を問わず、本法案の対象
となる代理懐胎が生殖補助医療の一部であ
るとの理解が適切になされていない場合が
多い。もっぱら代理懐胎にばかり視座を狭
めつつ、法案の対象となっていない受精卵
の作製に関しての議論を持ち出すなど、法
案内容を適切に把握できていないコメント
が散見された。
　・「国際化に伴い海外で代理出産した子が移住
してくる事態に対応する必要がある」など
と、本法案が対象としていない事例につい
て賛成理由にするものがあった。
　⑵　賛成理由について
１５：３５　模擬議会（本会議）開始
　○　模擬「参議院本会議」（45分）
事　　項 役　　職 所　要
開会宣告・議事日程宣告 議　長 1分
委員長報告 委員長 5分
討論　 一般選抜①（反対） 5分
一般選抜②（反対） 5分
一般選抜③（反対） 5分
一般選抜④（反対） 5分
会派②委員（反対） 5分
休　憩（10分）宣告 議　長 10分
※　全体の投票・集計作業を実施。
再会宣告・採決 議　長 4分
散会宣告 議　長
１６：２０　本会議散会予定
　○　総　評（15分）
１６：３５　終了予定
　終了後　集合写真撮影・撤収作業・打上げ（１７：００完全撤収）
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　・賛成理由として「反対する理由がないから」
というものが多く見られた。そのうち、善
悪の判断はし難いとか、国家が代理懐胎を
悪として規制すべきでないとか、倫理観は
時代とともに変遷するといった「価値観の
相対性」に基づくものと、「法案に多少の問
題はあるとしても、何ら法的な規制が存在
しない現状において、本法案は不可欠であ
る」とする「漸進主義」に基づくものとがあっ
た。
　⇒もっとも、反対理由として「賛成する理由
がないから」とするものもあり、そうした
立場との議論においては水掛け論に陥る危
険性もある。価値観の相対性に立脚した立
場からは、「代理懐胎は倫理的に許されない」
ので反対するという立場を否定するとの議
論は成り立ちにくいだろうし、また、漸進
主義に立脚した立場からは「法案は不十分
な点が多いので反対」という立場と、双方
が言いっ放しとなって、建設的な議論にな
らない可能性がある。
　・マクロ的な視点から、少子化対策を挙げる
ものがあった。ただ、代理懐胎の解禁が少
子化対策に寄与するほどの成果をあげられ
るのかは、なお高齢出産や不妊治療に関す
る実証的なデータの提示・分析が必要とな
ろう。
　・ミクロ的な視点から、幸福追求権の具体化
としての位置づけを指摘するものがあった。
なお、代理懐胎の背景として、法制度に起
因する事情（法的に養子扱いにしなければ
ならないこと）と、事実関係に起因する事
情（国内では代理懐胎自体を扱う医療機関
に乏しく、海外で代理懐胎をするケースが
あること）とを混同した議論を展開してい
るものがあった。
　次に、反対者の投票理由についての分析結
果である。
　 ⑴　事実認識について
　・「子どもは自分の出自を知らない」などと、
特別養子縁組制度の理解が不十分なものが
あった。
　・「法案17条のように代理母の気持ちが割り切
れるのかが疑問」などと、論理が逆転した
ものがあった。すなわち、割り切れずに法
的紛争になることへの対処として本法律案
が提出されているのであって、代理懐胎を
しようとする者は、指定医との面談におい
て、その点の説明を十分受けた上で、代理
懐胎をするかどうか決すべき仕組みを構築
しようというのが本法案である。
　・「代理母と依頼者の間での法的トラブルがあ
ると聞き反対の立場になった」とか、「代理
懐胎は親権の問題が重要であり、いまだ法
整備がない今は、法案に反対する」などと、
そもそもの法案の提出理由がそのまま反対
理由になっているものがあった。これも法
案の仕組みを理解しているとは思えない。
　・「第二母」との記載があり、「代理母」の間
違いであるように思えるが、この点を勘違
いしたまま議論を聞いていたとしても、内
容的な理解は期待できない。
　⑵　反対理由について
　・反対の立場については、前提として、そも
そも代理懐胎に絶対的に反対とするものと、
代理懐胎は必要であると考えるが法案の内
容が不十分であって反対とするものに分け
られるが、概して後者の方が優勢である。
　・提出された反対理由のうち、議論が成り立
ちうるものは、「代理母に利益を与えるべき」
と、「現行の養子や里親制度を充実かつ活用
すべき」との２点に集約しうる。それ以外
の理由付けは、矛盾をはらむか、適切でな
い観点を含むなど、反対のための反対を裏
付けるような適切な議論となり得ない理由
ばかりである。
　・質疑において取り上げられた、家族や親戚
などから代理懐胎をするように間接的に強
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要されるおそれについて触れている意見は
皆無であった。
　①　抽象的な議論
　・反対理由が抽象的過ぎているものが多い。
「この制度を作れば何らかの問題が生じる」
というが、「何らか」が何かは全く触れられ
ていない。「営利性と倫理性のバランスが実
現できていない」とか、「将来起こりうる健
康上、商業上、国際問題上、倫理上の問題
への基本的対策が成っていない」というよ
うに、法案が抱える問題点に対する議論の
立て方が抽象的過ぎているものが多い。
　・例えば、「親・子ども・業者などそれぞれ
の幸福を考えなければならない」という批
判論では具体的にどこをどう補うべきかが
分からない。何をどう考えれば「幸福」が
具体化するのかという点が示されておらず、
問題提起としての趣旨が不明である。
　・言葉の定義が不明確なものもあった。「悪意
ある者の介入を防ぐ必要があるのにこの法
案では不十分だ」というが、ここで「悪意
ある者」とか「介入」が何を意味するのか
全く分からない。
　②　一方的な価値観
　・「法案の内容が不十分」と言いながらも、内
容ではなく単なる価値的好悪を表明してい
るに過ぎない主張が見られた。
　・「反道徳的な方法で出生率を上げようとして
いる」との主張があったが、何を基準に道
徳／反道徳とするのかが不明であり、単な
るレッテル貼りに終始している。
　・「もし周りの人間が生まれた子どもの出自を
知り差別するようなことが万が一にも起き
てしまえば生まれた子どものアイデンティ
ティが崩壊してしまう」などというのも、
代理懐胎による出産に対する偏見が相当に
含まれている。差別による問題であって、
代理懐胎による出産固有の問題ではない。
　・「西欧諸国のように代理懐胎は禁止すべき」
との主張は、一つの見解として成り立つも
のではあるが、特定の国家を念頭に、そこ
で禁止されている背景はどういうものであ
るのかということを理解しての主張である
のか不明確である。例えば、特定の宗教思
想を背景にしたものだとすれば、日本にお
いても成り立つ議論となるのか疑義が生じ
る。主観的な価値観からくる結論に対する
根拠付けとして外国の事情を表面的に結び
つけただけであり、一貫性のない主張に陥
る危険性がある。
　・「現行のように法規制のない状態を是認すべ
きではないが、この法案を可決するのは問
題外である」との主張に至っては、現行へ
の対策として法案が提出されている趣旨に
正面から答えていない。規制のない状態の
方が問題だという主張への反論とは成り得
ない。
　③　法制度一般に対する理解不足
　・ある事柄を検討し、対策を講ずべきものと
しても、それらを全て法律に記載する必要
はない。代理母の身体的精神的適性につい
ては、医療的な専門判断が必要であり、法
律に書き込む必要はない。また、代理母の
妊娠中の規制や精神的ケアが規定されてい
ないことを反対理由とするものがあるが、
それらについても法律事項とすべき事柄と
は言いがたい。
　⇒もちろん、代理懐胎者を特定の施設に入所
させるとか、妊娠中の喫煙に対して刑罰を
科すといった場合はその限りではないが、
プライバシー権侵害の問題も生じてこよう。
「代理懐胎者の義務が規定されておらず不
十分である」と批判する者は、具体的にど
ういった義務を想定するのか不明確である。
制裁を伴わない単なる訓示規定であれば、
盛り込む必要はない。
　・関連する事項についても、他の法令で対処
できるのであれば、法案に盛り込む必要は
ない。例えば、「海外で代理懐胎ができない
外国人が多数入国してくるおそれがある」
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といった指摘が複数見られたが、入国にあ
たってビザの取得はどうするのかといった
出入国管理法令について考慮していない。
本件においては、問診、施術、診断、予定
特別養子縁組の請求など、一連の手続を行
うのに、いわゆる観光ビザで入国してもそ
の間に不法滞在になることが容易に考えら
れる（そもそもそうした入国を推奨するこ
とも政策的には可能であろう）。いずれにし
ても、法案への反対理由を裏付ける根拠と
しては弱いものである。
　・「養父母が縁組請求前に死亡した場合の子の
扱いについて記載がない」という反対理由
に対しても、法解釈で示しうる事項であっ
て、決定的な反対理由とはならない。
　・「法律制定は時期尚早」としながら「その
代わりにガイドラインを医療機関に出して
経過を見るのが良い」との意見があったが、
これは法案の親子関係の特例に関する部分
を考慮していないものといえる。
　・「子に先天的問題が生じた場合の責任問題」
から反対との意見があるが、その意味が養
育の責任だとすれば、養父母の責任におい
て行われるのは特別養子縁組と同様である。
　・なお、本論とは関係ないが、反対の意見を
示しつつ「参議院議員として理由は黙秘す
る。議員の免責特権（憲法51条）が認めら
れているからである。」との主張があったが、
免責特権は院内での発言について、院外で
法的な責任を問われないとするものである。
すなわち、院内の職務放棄に対しては、当然、
院内の懲罰権（憲法55条２項）の対象とな
る（本件においては、除名処分＝授業の単
位を与えないことも可能である）。「生兵法
は怪我のもと」で、中途半端な法理解に基
づく判断は危険を招く。
　④　代理懐胎者に関する主張
　・代理懐胎をする者に関する主張が反対理由
として多く見られたが、理由としては成り
立ちがたいものが多い。
　・最も多かったのが、「無償で負担の重い代
理母になる者は不足するだろうから、法の
実効性がない」とするものである。しかし、
本法案は代理懐胎を促進しようとするもの
ではなく、ごく例外的な出産事例に対処す
るものである。この点、代理懐胎を依頼し
うる者がごく限られた者である点は、法案
の規定からも明らかであって（法案５条）、
何か懐胎・出産にかかる原則を変更しよう
としている訳ではない。実際に代理懐胎を
する者が少ないことと、制度が成り立たな
いこととは別次元であるにもかかわらず、
両者が混同され、母が娘のために無償で代
理懐胎するような事例が捨象された議論が
展開されている。その意味で、「法案が代理
懐胎を推進していない」ので反対であると
の意見も成り立ちがたい。
　・これらの主張に共通するのは、代理懐胎が
「負担が重くリスクが高い」とするものであ
るが、その負担やリスクが懐胎及び出産を
指すのであれば、全ての妊婦にいえること
であって代理懐胎に限ったことではない。
それは有償だから負担とリスクが減じる訳
ではない。親子関係についての法的紛争リ
スクを指すのであれば、この法案がそれに
対処するためのものであることを考慮して
いないことになる。
　・「代理母の胎内で成長することは、代理母の
環境や精神状態が胎児に影響を与える」と
いうことは確かであるが、それが「とても
リスクが高い」とする、論理の飛躍が見ら
れる主張があった。
　・「無償で代理母を引き受けることはハイリ
スクである」との論法は、要するに「ハイ
リスクなのに無償」ということが納得いか
ないというものであるのに、何か無償性と
ハイリスクが連動するかのような主張はト
リッキーである。
　・反対の立場にありながら、「法案が成立した
ら代理懐胎が行われると思いますか、とい
− 69 −
法学教育における能動的学修プログラムの開発
う質問はナンセンスである」との批判もあっ
た。
　・代理懐胎に伴うリスクに関して、「代理母や
依頼人に何らかの事態が生じた場合にどの
ような対応がなされるのか、親権はどこへ
いくのか等、明らかにリスクが高く同意で
きない」との主張があるが、これも一般的
に妊娠に伴う健康上、社会上のリスクであっ
て、代理懐胎に固有のものではないし、また、
代理懐胎に伴って高まるリスクでもない。
　・代理懐胎に伴う謝金が裏でやり取りされる
ことは、懸念として成り立つものであるが、
それは取締りの実効性の問題であって、法
案で罰則を設けている趣旨からすれば、決
定的な反対理由とならない。「赤信号を渡っ
てはいけない」と法律で定めても、全ての
事件を取り締まれないから、脱法行為の懸
念があるとして、法律制定に反対するよう
なものである。
　⑤　親子の意識や愛情に関する主張
　・「親子関係の複雑化」を反対理由に挙げるも
のがあるが、「親が二人になる」とか、「子
どもはお腹から産んでもらいたい」、「子ど
もの立場になって考えると複雑」、「どれほ
ど衝撃を受けるか分からない」などとの主
張があるが、この論法では養子制度全体を
否定することになろう。
　・「法では対処できない、生まれてきた子ど
もへの愛情が深まるのか、生まれてきた子
どもにとって『親』とは誰か、親を愛せる
のか、というその親や子ども、関係者が長
期的に背負っていく問題が一番であり、そ
こを考えれば法案は通してはいけないこと
は明白である」という主張があるが、愛情
や家族の認識といった内心の問題はまさに
「法」の問題ではなく、別途議論すべき次元
の問題である。争点を一般化して解答を困
難するのではなく、本法案が施行された場
合に生じる制度上の問題を考察すべきであ
ろう。
　⑥　その他
　・内容的に不十分な法案で、反対の立場であ
るとしながら、「日本の現在の情況に一石を
投じるという意味づけならば効果はあるよ
うに感じられるし、実情として代理懐胎が
行われているという事実を踏まえると、今
後の混乱等を防ぐために、法を立て規制を
作るというのはまったく必要であると同意
する。政治とは未来を見るべきものである。
この法案は未来を見た素晴らしいものであ
る」との意見があった。
　そして、賛否を決めかねる場合は、投票の
棄権を選択することもできる。棄権した場合
も理由を記入して投票用紙を提出する必要が
ある。棄権理由についての分析結果は、次の
とおりである。
　・「代理懐胎者や子の権利について不十分であ
るので」棄権を選択したというが、反対者
と理由付けは同じであり、実質的に反対票
とみて差し支えないものが、ほとんどであっ
た。
　・法案内容について正確に理解していると思
われない記述が数件あった。
　・「代理母の定義が与野党の質疑・討論にお
いて異なっている。もっとケース分け、確
認をして話をして欲しい。おそらく参加者
自身が法案を理解していないので、もっと
読みこんでください」とか、「倫理観の議論
に終始しており、与野党双方の意見から現
実を見ているとは言い難い」などと、質疑・
討論の内容に不満があるという理由で棄権
票を投じたものがあった。
　以上の通り、企画運営者でも法案の内容を
十分理解できていないのであるから、一般履
修者にあってはそれも無理はない。テーマの
賛否を抽象的に議論してしまうことを避ける
ために法案を示しているという点は、いくら
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強調してもし過ぎることはないようである。
　⑻　企画運営者の感想等
　模範議会の終了後、企画運営者には、①自
分の反省点、②全体として改善すべき点、③
感想その他を提出してもらった（下線は研究
代表者が、今後の企画改善のために重要と思
われる箇所に付した）。
　①　自分の反省点
　　　まず法案に目を通しそのあと代理出産に
ついて調べていったが、何冊か本を読んで
いく中でその本に書いてあった筆者の特定
の視点、考え方に自分も捕われてしまった
ような気がした。あらゆる面から代理出産
について知るためにももっとたくさんの本
を読んだり、またいつもとは違った視点か
ら考えるように心がければよかったと思う。
　　　実際、質疑を考えるときも、代理出産に
ついて倫理面からばかりの質問になってし
まっていた。この法案が思考されたときの
現実的な問題点についてももっと考えれら
れればよかったと思う。また質問の仕方も
回答者が法案に対してより具体的な返答が
帰ってくるような、不毛といわれるような
質疑にならないよう心がけるべきだった。
　②　全体として改善すべき点
　　　本番前日になって他のグループと法案の
解釈について相違があることに気がつき、
トラブルになることがあった。今までに法
律や法案をちゃんと読む機会がほとんどな
かったので法律独特の書き方の文章を理解
するのに慣れたおらず、解釈の違いが生ま
れてしまっていた。模範議会の活動が始ま
る最初の方で、メンバー全員が法案につい
て十分な理解ができるためにも、またこれ
からこの法案を精査していく最初の機会と
しても、法案に関する共同での勉強会など
を催した方が良いと思った。
　③　感想その他について
　　　一本の法案を通すだけでもものすごい労
力が必要なことを身にしみて分かった気が
する。議会本番が終わったあとに、先生か
ら「大根役者」と言われたけど、話す内容
についてだけでなく国民や議員が惹かれる
ような話し方をしなくてはならない本物の
議員の偉大さを知った。
　①　自分の反省点
　　　まず討論文作成については、はじめ私が
担当していたのですが、委員長をすること
になった時からあまり携わることができな
くなり、もう少し本会議討論文を洗練され
たものにできれば良かったと思います。次
に委員長作成物に関しては自分の文書作成
能力の低がSAさんや、教授に迷惑をかけて
しまいました。しかし、今回の経験により
威厳のある資料がいかに重要かを実感でき
たのは良い経験だと思います。
　②　全体として改善すべき点
　　　グループワークとして集まる回数が少な
すぎたことと、情報共有がLINE等で行った
ためにうまく情報共有することができず、
進捗状況が不明確なときもありました。ま
た、相手グループの返信が遅かったり、相
手も情報共有がうまく行えてなかったらし
く、模範議会ギリギリで質疑への質問がこ
ちらに飛んできて混乱したので、相手の進
捗状況をSNSを使わず面と向かって情報共
有すればもう少し洗練された質疑が行えた
のではないかと思いました。また、担当の
役割が担う仕事を担当者に任せる形をこち
らの班はとったのですが、一人一人に任せ
ると他人の意見とをぶつける機会がなく、
Googleドライブというアプリを利用して文
書添削をお互いにしようとしたのですが、
やはり班員の自主性がないと添削が進まず、
停滞状態が多かったので、班で集まる機会
を増やしたほうがよりよい討論、質疑が行
えたと思います。
　③　感想その他について
　　　法律制定のプロセスが身を以て学べただ
− 71 −
法学教育における能動的学修プログラムの開発
けでなく、他の分野においても反映できる
ような教訓を得ることができました。
　①　自分の反省点
　　　反対派の質疑を担当しました。質疑通告
が締め切りより大幅に遅れてしまったこと
が一番の反省点です。また、岡田先生が当
日の総評でおっしゃっていましたが、質疑
の内容が薄いものになってしまったと思い
ます。より法律の条文に言及した質問がで
きればよかったと思いました。その上、討
論者との話し合いをもっとするべきだった
と思いました。そうすれば、野次を入れる
タイミングがうまくいったり、質疑をふま
えたより濃い討論文になったりしたと思い
ます。
　②　全体として改善すべき点
　　　質疑の相手が誰なのか（衆議院議員なの
か厚生労働大臣なのか）、質疑の２人での分
担の仕方などを代表者会議に出る前にもっ
と知っておきたかったです。自分から聞け
ばよかったのかもしれませんが、想定問答
集を出した段階で指摘していただけたら
もっとスムーズになったと思いました。質
疑を代表者会議で言われた字数の少し多め
に設定したのですが、それでも質疑の時間
が短かったように感じます。当日は読むか
読まないかは分からないが、時間を最大限
に使うためにも、余分な質問をつくってお
いても良いと思いました。
　③　感想その他について
　　　野次を飛ばすタイミングが難しく、言っ
た後はとてもはずかしい気持ちになりまし
た。反対の方が票数が多くて野党側として
は嬉しい気持ちになりました。食事会など
では岡田先生や偉大な先輩方とお話するこ
とができ、とても良い刺激になりました。
　①　自分の反省点
　　　まず第一に、模範議会当日に体を壊した
こと。第二に、グループワークだったにも
かかわらず他のメンバーとの連絡を密にし
なかったこと。このために前日まで作業が
長引いてしまい、計画性がなかったように
思う。
　②　全体として改善すべき点
　　　質疑において、相手方との認識の相違を
未然に防ぐべきであった。グループワーク
と言っても、相手方との情報交換は必要で
あった。そのために、与党側と野党側とで
代理母の定義に相違が生まれたように感じ
る。「無償」という言葉ひとつを見ても、与
党であるこちら側は治療費以上の商業的な
対価を想定していたのに対して、野党であ
る相手方は親族によるボランティアを想定
しており、この齟齬は致命的であった。よっ
て、一度法案について全体で認識・解釈を
擦り合わせることが必要だろう。
　③　感想その他について
　　　このプロジェクトに参加する以前は国家
公務員に興味があったが、それは完全に失
せた。その一方で、グループワークをより
円滑にする手掛かりのようなモノが得られ
たことと、SFCの存在意義を感じられたの
で、非常に良い経験になったと思う。「良い
経験」で終わらせないための工夫は必要で
あるが。
　①　自分の反省点
　　　今回は私用で忙しく、体調を崩し気味
で、なかなか積極的に模範議会に参加でき
なかったことをとても反省しています。前
期に民法を履修し、憲法をもっと深く学び
たくて模範議会に参加しましたが、周りの
友人やこの代理懐胎についての法案をまと
めた友人たちと話して考えていく中で、自
分の意見や考えと今回のグループの意見が
すれ違ったまま進んでいってしまったので、
自分でのめり込んでいけなかったような気
がします。グループで内容に対するディス
カッションをあまりしていなかったので、
そこをもっと詰めていけたらよかったかな
と思います。
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　②　全体として改善すべき点
　　　まず、グループ編成を少し考えてほし
かったです。この内容だったからというこ
ともあると思いますが、女子１人と男子４
人ではあまりにも考え方や見方が違ってお
り、こんな考え方をするのだなという私的
には勉強になりましたが、１人で意見を閉
じ込めがちになってしまいました。他人任
せになってしまいますが、もう１人でも女
子がいたらもっと意見が言えたかなと考え
ることがありました。
　③　感想その他について
　　　内容的には難しかったのですが、憲法
や民法を合わせて考えていくことで、幸福
追求とは何だろう、自分の持つ権利や義務
とは何だろう、と深く考える時間を多く持
つことができて良い経験となりました。六
法とにらめっこしながら考えている時間が
少々辛いこともありましたがとても勉強に
なりました。考えていくうちに、グループ
的には賛成の立場だったのですが、自分と
しては反対の意見が浮かび上がって固まっ
ていき、最終的にこの問題をどうしたらい
いのかよくわからない状態になりました。
深く考えすぎて自分の考えがよくわからな
くなってしまったのは勿体ないことだなと
後悔していましたが、そのおかげでもっと
憲法や民法を学びたいという想いに変わっ
たので、それだけでも模範議会の企画運営
に携わってよかったと感じています。あり
がとうございました。お疲れさまでした。
　①　自分の反省点
　　　模範議会本番で全体の流れを把握してお
らず、どこに座ればいいのか、次は誰が話
して、いつ自分が話すのか？といった基本
的な事が理解できていませんでした。また、
原稿の読み練習が不足気味で、本番で噛む
事がしばしばありました。人前で話す事が
苦手であるのも事実ではあるが、それをも
う少し練習する事でカバーしたいと思いま
した。
　②　全体として改善すべき点
　　　初歩でＡグループが辞退するなど、少し
例外的な流れもありましたが、全体として
は本番までよく様々な準備をしていくなか
で、様々な交流があり、当日の運営も直前
のリハと比べればとてもスムーズに進んだ
のではないかと思います。
　③　感想その他について
　　　多くの人の前で話すという経験がほとん
どなく、私の苦手分野でありました。今回
決まった文章を読む事ですら満足に出来ま
せんでしたが、読む事に少し慣れたように
も思えます。模範議会企画運営者をやって
みてとても辛い時期も、終わってみれば充
実した１学期になりました。
　①　自分の反省点
　　　もっと代理懐胎についての知識を持って
おいた方が良かったかもしれない。また、
質疑、趣旨説明の原稿は事前にできていた
ことを考えると、もっとスピーチ練習をし
ておけば良かったとも思う。
　②　全体として改善すべき点
　　　質疑と討論文の連携が無かったと思う。
例えば、質疑では、代理懐胎が倫理的に認
められるものなのか否かを問う質疑が多
かったにもかかわらず、討論になると代理
懐胎する人が少ないという、法案の効力が
小さいことのアピールを中心としていた。
会派、党としての反対する要因が一貫する
べきでは無いのだろうか。そのために、質疑、
答弁、討論の３種類からもっと議会、委員
会としてどんな対立軸を持たせるのか、ど
んなメリット、デメリットがあるのかをもっ
とはっきり明示するべきであったと思う。
　③　感想その他について
　　　今回、模範議会という場で、いかにして
法案が作られているのか、そして、どんな
作業を国会議員が行っているのかを自分の
体で知ることができた。このような貴重な
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経験から学んだことを有効活用できる大学
における学びを行いたいと思った。
　①　自分の反省点
　　　本番で緊張してしまい、自分の役割を忘
れてしまうところがあった。また、原稿を
ただ読むだけになってしまい、もっと大き
な声でリズムをつけて聴衆に聞かせるよう
に話せば良かったと後悔している。
　②　全体として改善すべき点
　　　もっとたくさんの人が参加したほうが良
いと感じた。人数が多いほうがいろいろな
意見を取り入れることが可能であり、細か
く分担して作業を進めることが出来るから
である。また、本番の前のリハーサルをもっ
としっかりやるべきだと感じた。そうすれ
ば、本番でのミスも減ると考えられる。
　③　感想その他について
　　　今回、模範議会の企画運営に参加して感
じたことは、想像以上に大変であったとい
うことである。特に苦労したのが、想定問
答集の作成と質疑に対する答え作りである。
なぜなら、一つの問題に対して多くの資料
を調べなければならなかったからである。
またグループワークでは、なかなか全員が
そろうことができず、話し合いが進まなかっ
たことにも苦労した。しかし、企画運営を
通して代理懐胎について詳しく学ぶことが
でき、国会の仕組みについても学ぶことが
出来たのでとても満足している。また、大
勢の人の前で話すという貴重な体験ができ
たのも良かった。そして、今回の体験で学
んだことはこれからの学習に活かしていき
たいと思う。
　①　自分の反省点
　　　グループワークの指揮を自分で取れれば
もっとまとまった意見が出たのかなと思う。
そして会派１の質疑ももっともっと質の高
いものに仕上げたかった。そのための時間
があまり割けなかったのは後悔している。
そして法律に関する議論をもっとしたかっ
た。
　②　全体として改善すべき点
　　　もっとヤジを飛ばすなりして本番の模範
議会を盛り上げたかった。一般履修者から
見たら退屈なものに見えたと思う。内容は
ともかくとして盛り上がった方が一般履修
者にも伝わりやすいと思う。
　③　感想その他について
　　　今回の模範議会は圧倒的多数で否決され
てしまい、賛成派としては残念だが法案に
ついて調べるのはとても楽しかったし教授
のおっしゃる通りこの過程が重要なのだと
思った。それに実際の国会がこのように進
行するのだと知れたのがとてもためになっ
た。自分の担当する模範議会はもう終わっ
てしまったけど、これからも違う形で模範
議会にかかわっていきたいと思います。
　概して、それぞれの観点から失敗点を反省
しつつも、前向きに経験をとらえているとい
う印象である。
　これらの感想等を指導する側から総括する
と、第一にロールプレイで与えられた役割へ
の「はまりきれなさ」が挙げられる。当日の
議会での発言は用意した原稿を棒読みしてい
るだけで、舞台を見ている者に分かりやすく
伝えようという工夫などが見られなかった。
また、当日に向けた準備を、議員秘書や官僚
のような専門家として行うように適宜指示し
てきたが、資料調査や想定問答集作成のレベ
ルはごく普通の大学生にとどまる。これら
は、各人の能力や使命感という以前に、その
役割に「はまりきれない」点に問題があるよ
うに感じられた。既に紹介した卒業生の現職
官僚による質問の適切さは、「役人であれば
当然こう考える」という役柄を演じている側
面もあろう。学生からロールプレイの役柄に
「はまりきる」姿勢は残念ながら感じられな
かった。その意味で、「大根役者」との評が
適切である。もちろん周囲の環境的要因も考
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慮する必要がある。例年よりも企画運営者数
が少なく、また途中での離脱者もロールプレ
イを阻害する要因と見る必要があろう。今後
の実施に向けて、適正人数の確保といったこ
とは考慮されなければならない。
　第二に、グループワークの機能不全が挙げ
られる。時代を反映してかSNSを利用した打
合せをしたということが述べられていたが、
あまり成果をあげられなかったため実際に集
まる機会が必要であったとの反省が見られ
る。ただ、模範議会の作業においてSNSは以
前から活用されており、必ずしもバーチャル
空間での打合せ自体に問題があるとはいえな
い。法案に対する認識の温度差や理解度の違
いは、個人の作業状況に依拠する部分が大き
いので、そうした点に反省の目を向けるべき
であろう。例えば、討論文や想定問答集に誤
字脱字が見られることが多々あったが、この
ような形式的な誤りは複数の目で確認すれば
発見できるはずで、それは資料を手渡しして
もメールで送信しても同じことである。結局
は、個人作業における意欲と意識が問われる
のである。今後の実施にあたり、学生の自主
性にグループワークを委ねるべきか、実施ご
とに報告を求めるなど何らかの仕組みを設け
るかは検討課題である53。
　そして、第三に、指導・指示内容の消化不
良が見られる。特に、資料として「国会質疑
の技法」をはじめ、様々な文書を配布してい
るが、これに基づいた作業やその改善はあま
り見られなかったといってよい。この他、企
画運営者会議や代表者会議で説明した事柄に
ついても十分理解されていなかったと思われ
る。これらの点は、役割への「はまり具合」
やグループワークの状況にも影響しているよ
うであり、総合的な検証が必要である。これ
に関しては、与えられる情報量の問題点も考
えられるところであり、これまでの実績と経
験の積み重ねをもとに資料を作成して、後の
世代に伝えることは重要であるとしても、後
になればなるほど見るべき情報が増大し、消
化不良に陥ることがある。それでは、本来の
趣旨であった能動的学修をかえって妨げるこ
とになりかねないのである。初期の模範議会
にあっては、学生自らが「ガイドブック」54
を作成していたこともあり、これこそが能動
的学修と評価しうる。形式や完成度を追及す
るあまり、本質的意義を見失わないか再検討
をしつつも、伝えるべき必要最小限の情報は
何か考察することも今後の課題となる。情報
量の面で、文字資料ではなく映像などを用い
ることや反転授業の要素を取り入れることも
一案である55。
　第４章　小　括
　以上の通り、模擬国会を質疑・答弁の作成
も含めて実施すると、非常に手間と時間がか
かる。しかも、期待通りの成果が挙げられる
かというと、往々にして不満の残る結果とな
ることが多い。しかしながら、参加者には、
終了後に作業行程を振り返り、反省点を意識
して自らの成長に結び付けようとする姿がう
かがえる。また、何かしら考える際に、どこ
か立法過程の存在を頭に置く姿勢が身につい
ている者もいる。抽象的に「政治に興味を持っ
　　　　　　　　　　　　　
53　この点、グループごとに院生などを配置することが理想である。近時の日本でも非常に注目されたマイケル・サンデルの「白
熱教室」では、1000名を超える受講者の授業を成り立たせ、適正に成績評価を行うために、複数のアシスタントの指導の
下での少人数の事前学習が欠かせないことが知られている。SAPIO編集部編『マイケル･サンデルが誘う「日本の白熱教室」
へようこそ』（小学館、2011年）12−14頁〔小林正弥執筆〕。
54　「模範議会ガイドブック2008」。
　　http://web.sfc.keio.ac.jp/~junta/pub/gikai/080505guidebook.pdf
55　参議院はWeb上で「わたしたちの国会」と題する映像で国会の役割を紹介しており、参考になる。特に、その一部である「法
律ができるまで」は、本研究に最も関係する部分である。
　　http://www.sangiin.go.jp/japanese/aramashi/movie/index.html
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た」と感じるだけでなく、具体的に「この法
案はどういう過程でできたのだろうか」とい
う視点を持てるようになることもある。
　このように、およそ３ヶ月の作業を通じ
て、各自の方法で能動的学修を行っており、
その成果は在学中の様々な学修にも影響を与
えている。また、継続的に実施することで、
上下の学年における関係性も構築されるとい
う効果も見逃すことができない。準備期間と
その後の期間も含めて、一過性のイベントと
はならない意義を有しているといえよう。
 
第３部　指導改善案
　法案作成作業や模擬国会といった立法過程
を題材にした法教育が、学生の能動的学修を
促し、自ら問題解決能力を養う上で有用な教
材となることが期待されることは、上述の通
りである。そこで、ここからは、本研究の目
的に沿って、上記記録に基づき「①学生の課
題対応能力を発展させるべく、外部有識者に
よる第三者的視点からの評価を行い、その内
容を発展させる」ために、従来の授業実施の
手法について検証し、法案作成及び模擬国会
それぞれに潜む課題を指摘する。そして、模
擬国会の取組みが、「②一般にも普及可能と
なるように、指導・評価のポイントを客観的
に明確化し、その運営方法についてマニュア
ル化するなど、必ずしも立法過程に詳しく
ない者でも授業等に活用できる方策を模索
し」、具体的な改善案を示していきたい。
　第１章　法案作成の指導改善案
　⑴　法案作成における課題
　一連の作業を外部有識者も交えて検証した
ところ、次のような課題が指摘された。
　第一に、個人法案構想からグループワーク
を経てグループ法案構想に絞り込み、第１
セッションに至るという初期段階での過程の
改善が必要である。特に、グループでの法案
が選定された段階で法案提案者に作業負担が
偏る傾向にあり、他の構成員が消極的な履修
態度に転じることが問題といえる。法案作成
の最終段階に至るまで、すべての参加者が何
らかの具体的な役割を与えられる必要があ
る。
　この点は、最後に行われる本投票の得点を
成績評価に連動させることで、一定程度の対
応は可能であると考えられ、実際にそのよう
な対応をしている。しかしながら、最低の成
績評価でも単位が取れればいいという意欲の
低い学生に対しては、あまり実効性がない。
法案に関係する調査や立案作業における分業
体制を促すなどの仕組みが必要となろう。
　第二に、各セッションにおける議論の実質
化の必要性があげられる。現行では、例えば
各グループ15分の持ち時間内で、10分程度プ
レゼンテーションをして残りの時間で質疑を
行っている。しかし、この方法では、よほど
勉強が進んだ学生がいればともかく、学生間
での活発な議論はあまり期待できない。結果
として、教員と報告者との間のやり取りに終
始して、報告を担当していない学生は授業中
もっぱら押し黙っているだけになりかねな
い。否応なしに議論に加わらざるを得ないよ
うな工夫が必要となる。
　また、現行の方式の根本的な問題は、報告
者は終始法案の意義を強調するにとどまり、
内省的に法案の内容を見直す姿勢を有しない
ようになってしまうことである。本年度の作
業過程においてそれが顕著であり、各セッ
ションで教員が指摘した事項を全く考慮せ
ず、改善態度の見られないグループが多々存
在した。おそらくグループ内でも批判的に検
討をするというよりは、法案提案者が主導し
て作業が進められるだけで、他のメンバーは
それに付いていくだけというものにとどまっ
ているものと思われる。作業負担が特定の学
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生に集中して、法案の意義の正当化のために
防御するだけで手一杯であるのに、その欠点
に向き合い改善策を探ることは容易ではない
ので、一層頑なな態度に陥ってしまうと考え
られる。もちろん、学生の意欲によって、そ
うした問題点が克服される余地はあるが、そ
れに頼っていては、授業としての一定の質を
保てないことになる。
　これと関連するが、第三に、法案を多角的
に検討するといった場合の視点を適切に提供
する必要があるということが指摘される。こ
うした点は、最終的な投票での判断基準を示
すことで、学生の自発的な作業に委ねていた
が、その限界は明白であるので、検証作業を
誘導的に進めさせる工夫の必要がある。もっ
とも、学生の創造的な発想を制限したり、自
発的な学修態度を損ねたりしてはならないの
で、その点の配慮は不可欠である。
　⑵　課題に対する改善案
　法案作成における課題として、①特定の者
にだけ負担が偏り、他の者の参加意欲が損な
われないようにすること、②セッションにお
ける議論が実質化するようにすること、そし
て、③法案を多角的に検討する視点を提供す
ることの３点が指摘された。
　特に、作業の後半段階になると内容を修正
することは難しくなるので、前半段階で議論
が実質化して多角的な検討がなされるととも
に、全員参加型のセッションになる工夫が重
要である。そこで、第１セッションの方法に
ついての改善策を検討したところ、次のよう
な方法が提案された。
　まず、基本的な題材として、法務省の「法
教育研究会」が平成16年に作成した報告書56
に掲載されている法教育教材のうち「ルール
づくりに関する教材」57を参考にした改善手
法を検討した。同教材を検討対象にしたの
は、筆者らは教育方法の専門家ではないた
め、教育の専門家の協力によって作成された
教材から学ぶことが少なくないと考えたから
である。同教材は中学校社会科公民分野での
授業を念頭に置いているが、「法が単に国民
を規制するだけのものではなく、国民の生活
をより豊かにするものであることを認識させ
ること、また、ルールづくりを通じて、法が
多様な人々が共生するための相互尊重のルー
ルであり、これを守っていくことの大切さを
理解させることに対応したもの」58で、この
点は大学においても共有すべき視点である。
同教材は日常生活の具体的な事例（ゴミ収集
やマンションでのペット飼育）を与えて、ルー
ル（町内会規約）づくりをさせるもので、自
ら課題を発見し、国会が制定する法律として
解決策を模索していくという本研究での法案
作成作業とは次元を異にする。しかし、ルー
ル策定にあたり、参加者全員が「討論」と「評
価」に加わるために教材化された「考える視
点シート」及び「司会進行シート」59は、本
研究対象である法案作成について指摘された
諸課題を解決することに重要な意義を有する
ものであり、これを参考にして、次頁の「台
本」及び「記録シート」を作成した。
　　　　　　　　　　　　　
56　法教育研究会報告書「我が国における法教育の普及・発展を目指して―新たな時代の自由かつ公正な社会の担い手をはぐ
くむために」（平成16年11月４日）。
　　http://www.moj.go.jp/shingi1/kanbou_houkyo_houkoku.html
57　同上43−71頁。
58　同上20頁。
59　同上66−67頁。
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第１セッション司会進行用台本
（司会）それでは、これより グループ、〇〇党提出の（法案名） について審議をいたします。
　司会は グループの〇〇（氏名）が、
　時計係は〇〇（氏名）が、
　記録係は〇〇（氏名）が、それぞれ担当します。
―――――　◇　―――――
　Q１−１、それでは、まずこの法案は何のために制定する必要があるのですか。
（〇〇党回答）※ １分以内
―――――　◇　―――――
　Q１−２、この法案が制定されることで、利益を受けるのは誰ですか。具体的にどのような利益を受け
ることができますか。
（〇〇党回答）※ １分以内
―――――　◇　―――――
　Q２−１、それでは、この法案が制定されることで、不利益を受けるのは誰ですか。具体的にどのよう
な不利益を受けることが考えられますか。
（〇〇党回答）※ １分以内
　Q２−２、ただいま、〇〇党から説明がありましたが、他にこの法案が成立することによって考えられ
る不利益はありませんか。
　（他の履修者から指摘があった場合）
　　Q２−２−１、今の指摘について、提案者から意見はありますか。
　　（〇〇党回答）※ １分以内
　　Q２−２−２、他に考えられる不利益はありませんか。※全体で３分程度にまとめる
（他の履修者から指摘がない場合）
　Q２−３、無いようですので、次に進みます。
―――――　◇　―――――
　Q３−１、この法案は、どのような目的の達成を目指しているのですか。その目的を達成するために、
もう少し不利益（または悪影響）の少ない方法は考えられないのですか。
（〇〇党回答）※ １分以内
　Q３−２、ただいま、〇〇党から説明がありましたが、同じ目的を達成するために、より不利益（また
は悪影響）が少なくて済む代替案は考えられませんか。
　（他の履修者から代替案の提案があった場合）
　　Q３−２−１、今の代替案について、提案者から意見はありますか。
　　（〇〇党回答）※ １分以内
　　Q３−２−２、他に考えられる代替案はありませんか。※全体で3分程度にまとめる
（他の履修者から指摘がない場合）
　Q３−３、無いようですので、次に進みます。
―――――　◇　―――――
　Q４−１、それでは、法案が成立することで生じる不利益（または悪影響）を何故受け入れなければな
らないのですか。
（〇〇党回答）※ １分以内
　Q４−２、ここで挙手をお願いします。ただいま、〇〇党から説明がありましたが、不利益（または悪影響）
を受け入れる人の立場から考えてください。この法案が生み出す不利益（または悪影響）を受け入れられ
るという人は挙手をして下さい。
　（報告グループ、司会・時間係・記録係は挙手しない。）
　　　※　記録係は挙手をした人数を記録する。
―――――　◇　―――――
　Q５−１、最後に、この法案は、立場が入れ替わっても受け入れられるような、すべての人にとって公
正な内容になっていますか。法案の公正さを確保するために、どのような検討をしましたか。
（〇〇党回答）※ １分以内
　Q５−２、ここで挙手をお願いします。ただいま、〇〇党から説明がありましたが、この法案の公正さ
を確保するための検討が十分なされていると思う人は挙手をして下さい。
　（報告グループ、司会・時間係・記録係は挙手しない。）
　　　※　記録係は挙手をした人数を記録する。
―――――　◇　―――――
　以上で、 グループ、〇〇党提出の（法案名） についての審議を終了いたします。
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　各グループは、順番に司会進行を担当し、
司会は台本の通りに報告を進行させ、時間係
は発言が時間内に収まるようにし、記録係は
後述の記録シートを作成する。報告の順番で
ない学生も法案に対する意思表明をすること
で参加を促す。特に、挙手をさせる部分では、
関心の低い学生も巻き込んでの議論となるよ
うにする。
　この台本の狙いは、①報告グループ以外の
学生にも何らかの役割を与えること、②議論
が実質的なものとなるように視点を提示する
こと、③報告に先立つ準備として何が必要か
を考えさせ、多角的な視点から法案を検討す
るように促すことで、法案作成作業に伴う課
題を克服しようとする点にある。
　特に、法案に対する主観的な好みによって
議論がなされないよう、より法的な視点から
の議論が重要になる。その際、高等学校学習
指導要領の公民科「現代社会」で示された「幸
福・正義・公正」がキーワードになるが、そ
れを具体的に議論させようという意図が法教
育研究会の教材にはあるように思われる。そ
こで、議論の順序として、Ｑ１で法案を制定
しようとする側の「幸福」を検討し、Ｑ２で
法案が成立した場合の「不幸」を検討し、そ
れぞれの背後にある「正義」ないし価値観を
明らかにする。Ｑ３からＱ５までは、相対立
する価値観を調整するために「公正」さを追
求するため、代替手段の有無（Ｑ３）、一方
の正義を優先して他方の正義を犠牲にすべき
理由（Ｑ４）、そして、公平性の有無（Ｑ５）
について議論をするような工夫がとられてい
る。Ｑ４とＱ５では、他の履修者の理解を得
るだけの納得性がなければならない。
　このセッション終了後は、他のグループの
記録係が、自分のグループの構成員と相談し
た上で次の「記録シート」を作成するように
する。
第１セッション法案審議記録シート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日実施
司会進行 〔　　　　　　〕グループ
司　会氏名
時計係氏名
記録係氏名
その他氏名
審議対象グループ 〔　　　　　　〕グループ／政党名
審議対象法案名
Ｑ１−１：法案成立
の必要性
Ｑ１−２：想定され
る利益者と具体的な
利益
Ｑ２：想定される不
利益者と具体的な不
利益 法案提出者は、具体的な不利益について十分に検討していたか。【点数１】０〜５点
Ｑ３：法案の目的と
代替案の有無
法案提出者は、代替案の有無について十分に検討していたか。 【点数２】０〜５点
Ｑ４：不利益を受け
ることの説得性
不利益を受け入れることに賛同して挙手をした者の人数。 （挙手者数／全体数）
挙手をした人数から見て、不利益を受け入れることについて説
得的であったか。
【点数３】０〜５点
− 79 −
法学教育における能動的学修プログラムの開発
　作成されたシートは、法案提出したグルー
プが閲覧できるようにして、その後の法案作
成作業に活用する。このシートにより、法案
についてのアイディアを他人の目と頭を通じ
て見直すことができるものと期待している。
　さらに、第１セッション後の作業について
は、次のような役割分担を明確にするように
各グループに指示をする（下表）。
　法案提出者がグループの統括をするのは従
来の通りであり、本来は統括者が他の構成員
に役割分担をすることがグループワークを機
能するために必要である。そうした指示がな
されなければ、自ずと法案提出者に作業負担
が偏ることになりかねない。そこで、実際の
履修者数の問題があるが、いくつかの役割に
ついては必ず責任を負う担当者を選出するよ
うにする。現在のところ、法案作成を専門に
する「法制担当」と説明・質疑を専門にす
る「広報担当」を置くことが考えられる。法
制担当は他の構成員とは別に、立法技術に関
する図書・資料などをもとに、もっぱら法令
の作成方法などを学び、作成する法案に関係
する現行法令や判例などの調査にあたり、現
実的な法律案作成のための助言を行う。法文
作成には相応の知識が必要であり、議員立法
の際にも必ず議院法制局が助言をすることか
ら、そのような役割が有用であると考えてい
る。また、各セッションの際の質疑・応答は
広報担当のみが行う。これは、法案提出者が
法案について最もよく説明できるはずである
が、それを敢えて他人に行わせることで、独
りよがりの理解がなされないようにし、ま
た、単独の作業では発見できないような法案
の欠点などを見つけ出す機会を作り出すため
である。その他の構成員については、「専門
調査員」とするが、特定の分野を必ず明示す
ることで、漠然と調査をしないようにするこ
とを促すのである。例えば、先に、教員の指
摘した事項を考慮しない、改善態度が見られ
ないという問題を指摘したが、これに対応す
る「専門調査員」を置き、法案策定過程等に
きちんと反映させるといったことなどが考え
られるだろう。
　これらの改善策が実際に機能するかは、今
Ｑ５：公正性の検討
の十分性
不利益を受け入れることに賛同して挙手をした者の人数。 （挙手者数／全体数）
挙手をした人数から見て、不利益を受け入れることについて説
得的であったか。
【点数４】０〜５点
その他、気づいたこ
と
【点数１〜４の合計点】
役　割 内　容
法案提出者 グループ全体の統括をする。
専門調査員（〇〇分野） 〇〇（政治、経済、国際、科学など）の分野について、特に資料を収集し、
調査・分析して法案提出者に必要な助言をする。
法制担当 法制に関する文献を調査・研究し、法案作成担当者の見地から、法案提出
者に必要な助言をする。資料の誤字脱字がないか確認。
広報担当 各セッションでの説明・質疑への応答を一括して行う。
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後の検証が必要となるが、立法作業にもある
種のロールプレイを導入することが、改善に
向けた要素となるように思われる。
　第２章　模擬国会の指導改善案
　⑴　模擬国会における課題
　模擬国会については、前記の立法作業に比
して実施手法が定式化していることから、例
えば、体験型の学習として参加者が台本を読
むにとどまる場合には、現行通りで十分であ
ろう。ただ、外部有識者を交えた検証の際に、
状況の許す範囲で、事前・事後に関連する課
題を行わせるなど、能動的学修を促す取組み
が重要であるとの指摘がなされた60。
　また、質問・答弁も含めて参加者が準備す
る場合に関しては、次のような課題点が指摘
された。
　第一に、企画運営者の理解不足を底上げす
る工夫が必要となる点である。特に課題と
なっている法案の理解に乏しいまま質疑が行
われている感があることと、全体像を把握し
ていないため自分の役割を適切に演じられて
いないことは、早急に改善すべき事項といえ
る。これらの点について、企画運営者の共通
理解を構築できるような場を設けるといった
工夫が必要である。
　第二に、ある程度、議論をする際の視点を
提示することが必要である。この点は、法案
作成作業においても言えることであるが、学
生の自主性に委ね過ぎると巷間流布する議論
や意見に流されやすくなり、本質的な問題を
見逃すおそれがある。価値選択に関する問題
について教員が誘導的に指導することは適切
ではないが、メタレベルでの価値選択手法を
提示することはある程度必要といえる。特
に、国家統治の基本法である憲法理念に照ら
して導き出された価値観は、社会共通の価値
基盤となるものであり、そうした観点からの
議論を促す工夫はなされてよい。
　第三に、一般履修者を企画に取り込む工夫
である。今回、法案への賛否を投票する際の
理由づけについて分析を行ったが、概して法
案への理解に欠けているか、理由としての論
理必然性の無いものが多かったといえる。確
かに企画運営者のような役割は与えられてい
ないにしても、法案への賛否を投ずる上で必
要最低限の理解と関心を求めることは必要で
あろう。また、授業参加者の一部だけが貴重
な知識と体験を享受するという構図も授業の
公平性を損なうものである。したがって、こ
うした点を改善する工夫も欠かすことはでき
ない。
　第四に、聴衆の観覧に耐えうる「模擬」の
実践である。先に一般履修者が法案への賛否
を投票する際の課題について述べたが、その
理由の一つには、「模擬国会」のロールプレ
イとしての拙さがなかったとはいえないだろ
う。演劇の公演ではないので、プロ並みの演
技を望むわけではないが、あまりに棒読みの
「大根役者」過ぎると、それを観覧する側の
負担は大きい。演者の照れや恥ずかしさ、「は
まりきれなさ」を解消するための工夫が求め
られると考えられる。
　⑵　課題に対する改善案
　第一及び第二の課題に対する改善点として
は、議論の実質化をはかるため第Ⅰ期での作
業の可視化、すなわちグループで何を調べ
て、どのような議論をし、いかなる結論に至っ
たのかという記録を作成させることが考えら
れる。ただ、記録作成の負担が重くなり過ぎ
ることも適切ではないので、次のような書式
で足りると思われる。
　　　　　　　　　　　　　
60　手塚崇聡・岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡「模擬国会を通じた『能動的法学学修』の試み―シンポジウムの報
告」現代マネジメント学部紀要（椙山女学園大学）11巻（2014年）43−57頁参照。
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　また、本年度、試行的に導入した「幸福・
正義・公正」の観点からの作業シート（前掲
58頁）を検討項目に加えることも有効であろ
う。学生の自主性に任せつつも、一定の方向
性へ誘導するため、適宜適切な指導を行うこ
とは欠かせない。
　その上で、全体での会合を開催して、委員
長・議長用台本の素読の機会を設け、会議進
行の手順の全体像を把握させる機会を設ける
ことが必要となろう。さらに、法案の内容に
ついて、企画運営者全体でのグループディス
カッションをする機会を設けるといった工夫
も考えられるが、今後の検討課題としたい。
　第三の一般履修者の理解と関心の惹起であ
るが、この点を改善することは非常に難し
い。差し当たり授業内のレポートや期末試験
に関連させることが考えられるが、それにも
限界がある61。これについて、企画運営者を
経験した学生からの提案として、「報道班」
を編成して法案をめぐる議論を整理する記事
を書いて配信したり、各グループの作業状況
を取材したりといったことをさせてはどうか
というものがあった。大変興味深い提案であ
ると思われるが、従来とは全く異なる作業が
必要となり、また、専門的な検討が別途なさ
れなければならないので、こちらも今後の課
題となろう。
　また、学内や非常勤で担当している授業に
もよるが、例えば、模擬国会に用いる企画立
案は「ゼミ」や「演習科目」のなかの課題と
して作成させ、その発表の場に、事前にある
程度の立法過程についての講義を行った「法
学概論」などの別の講義科目の履修者を参加
させ、レポートを提出させるといったやり方
も考えるべきだという指摘もなされた。必ず
しも、一つの科目内で完結させることにこだ
わらず、柔軟に考えていくことが必要なのか
もしれない。このほか、模擬国会が世間の耳
目を集めるイベントとなれば自ずと一般履修
者の関心が高まるとの意見もあった。
　第四の課題については、現実の国会質疑の
模様を「模擬国会」で演じるという視点から
視聴する機会を設けたり、本番前に通しでリ
ハーサルをするなどして自分が演じる役割を
十分に把握する機会を設けたりすることが考
えられる。そして聴衆の存在を意識させるこ
とは、模擬国会が演じる側だけでなく、観る
側の学習のための試みであるという視点から
も重要であるといえるだろう。
　第３章　指導にあたり特に注意すべき事項
　⑴　指導体制
　模擬国会の実施は、そのレベルによるが、
教員一人で担当することも不可能ではない。
しかし、複数の教員による指導体制を構築す
ることが、実施の円滑化・効率化に寄与する
ことはいうまでもない。
　ことに、法学を専門にしない教員が、外部
の法学専門家に協力を依頼することは、扱う
実施日時・場所 出席者 作業内容（検討した資料、議論内容、結論）
月　　日（　）
　　　　　　　　　　　　　
61　ただし、この課題についてはある程度楽観的でも構わないように思われる。現職の高校教員の見解であるが、TV番組の
「ハーバード白熱教室」における「対話過程の映像の視聴により、生徒への肯定的な影響を期待できる。自ら対話に参加
せずとも、追体験により、その醍醐味を味わえるからである」とし、また、「教員の一方的『講義』が一般的な日本の高
校生たちに、真剣な対話のやりとりを満載した『ハーバード白熱教室』を視聴させることは、民主的社会での対話の重要
性を実感させ、学問的追究への興味・関心を高める上での教育的効果を期待できよう」とするものがある。松井克行「高
等学校公民科における討論授業の対象化と批判的分析―TV番組『ハーバード白熱教室』の活用を通して」社会系教育教
科教育学研究23号（2011年）51−52頁。
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内容が高度になる程、必要性を増すと思われ
る。この点、法学教員ならば誰でも構わない
のかという疑問を呈する向きもあるだろう。
だが、この点は、日本学術会議の分科会報告
書が法学教員像として次のように述べている
ことを想起すべきである。
　法学教員は各分野の専門的研究を通じて専門
に関して研鑽を積み、その結果を踏まえて教育
を行う能力を有する必要がある。しかしそれだ
けではなお不十分であり、そこから進んで自己
の専門分野をより広い観点から位置づけて、そ
れに基づいた専門教育を行うこと、さらに、法
学の全体像をも説明しながら、十全な知識と素
養を初学者に教授できる能力を開発することが
必要である。62 
　法案作成や模擬国会は、法学教員が専門教
育を行うのに適した教材である。そのために
も、日頃から、自分の専門的研究が立法過程
や国会審議においてどのような寄与をするの
かを意識していくことも欠かせないだろう。
これにより、法学の研究と教育の相乗効果が
生まれ、批判だけでなく代替案を具体的に提
示する姿勢が涵養されると期待しうる。
　もちろん法学教員でなくても、大臣や議長
として答弁や議事を行うなど、明治期に開催
された擬国会のように積極的に参加すること
は可能である。ただし、当事者として参加す
る場合は、議事規則を予め定めておくといっ
た配慮も必要になる63。
　周知の通り、文部科学省が示した「国立
大学改革プラン」（平成25年11月）に基づき、
各国立大学においては「各大学の強み・特
色・社会的役割（ミッション）」を整理し、
これを踏まえて「計画的に教育研究組織の再
編成、学内資源再配分を最適化」するよう
平成28年度からの第三期中期目標・中期計画
を検討することが求められている64。そこで
は、文系学部の再編や教育学部における教員
以外の人材育成を目指す課程（いわゆる新課
程）の廃止などといったことが各大学の「ミッ
ション」に散見される。従来、学際・教養・
地域貢献などをうたった文系学部において
は、単に各分野の教員が寄せ集められただけ
で、その有機的一体性に欠け、学部の目標は
個別の教員と学生の自主性に委ねるという問
題が存在していたように思われる。この点を
克服すべく、今回の改革は、概して教育研究
組織とその構成員に明確な役割・位置づけが
与えられるべきとの認識の下で進められてい
るように思われる。これを単なる看板の架け
替えとしないために、「模擬国会」をカリキュ
ラムの中核に置き、教育研究組織の構築を「組
閣」に模していくことも一案となろう65。
　また、模擬国会を学内にとどめずに、地元
の地方議会や行政機関とともに実施していく
ことも必要である66。
　⑵　学生の自主性とグループワーク
　この企画の成否は、課外での学生の自主的
　　　　　　　　　　　　　
62　日本学術会議大学教育の分野別質保証推進委員会法学分野の参照基準検討分科会報告「大学教育の分野別質保証のための
教育課程編成上の参照基準法学分野」（平成24年11月30日）23頁。
63　早稲田議会では、「議長が詔勅が降りたことを告示、書記官が『早稲田憲法第７条に拠り早稲田議会の解散を命ず』で終
了した」（原文ママ）などとする記録がある。奥島・木村監修・前掲注（14）24頁〔金子宏二執筆〕。
64　http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/1341970.htm
65　昭和16年８月、内閣に設けられた総力戦研究所の「模擬内閣」が、日米開戦に関してシミュレーションを行い「日本敗北」
の結論を報告している。当時の東條陸相がこれを「あくまでも机上の演習」と評したものの、その報告内容はその後起こ
る現実の戦況に酷似していたとされる。猪瀬直樹『昭和16年夏の敗戦』（中央公論新社、2010年）200−202頁。「模擬内閣」
は各省庁を中心に、日銀や民間企業、新聞記者も含め、30人ほどの若手エリートの「研究生」で組織され、出身母体の専
門性を基準に「組閣」されていた。しがらみのない客観的な情報分析が「机上の演習」以上の機能を果たしたのであるが、
この点を参考に大学での「組閣」がなされれば、社会や地域に現実的具体的な立案・提言をする体制が整うのではないか。
66　愛知県岡崎市では、毎年市内の中学生代表による「生徒市議会」を実施し、平成26年８月に42回の生徒市議会が実施され
た。活動内容を紹介したものとして、唐木清志ほか『社会参画と社会科教育の創造』（学文社、2010年）159−162頁〔西村
公孝執筆〕。
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な調査・検討やグループワークの実施具合に
多くを依拠しているということは言うまでも
ない。そのためのリテラシーは、他のあらゆ
る授業にも共通するものであり、その点にお
いても指導体制を構築する努力は欠かせない
だろう。学部や大学内の共通教材として、図
書館やデータベースの使い方などをまとめた
冊子などを作成する例が多くみられるが、そ
ういったものを活用するのも一案である。
　教員が課外学習のすべてを監督・指導する
ことは事実上不可能であり、また、学生の自
主性を損ねることにもなりかねない。その
点、過去の経験者などからアシスタント学生
を募り、適宜適切な助言等を行わせることは
有効である。そのために、人件費や謝礼の確
保ができれば好ましいが、まずは継続して実
施をし、経験の蓄積を図っていくことが肝要
である。百聞は一見に如かずであり、学生に
参議院の特別体験プログラムに参加させた
り、他大学での実演を見せたりということが
効果的であろう。
　さらに、ロールプレイが自主性の涵養に寄
与するものであることを考えると、作業にあ
たっての雰囲気づくりも欠かせない。授業の
一環として、国会や地方議会を見学したり、
一般に開放されている歴史的建築物内の会議
室で討論会を開いたり、現職の国会議員や官
僚から話を聞く機会を設けたりと、通常の授
業では味わえない雰囲気を用意することも欠
かせない配慮の一つである。まずは形から入
ることも、ロールプレイの重要な要素と言え
よう。
　⑶　実践と検証
　いずれにしても、まずは実践あるのみで
あって、それを随時検証して、改善策を模索
するという姿勢が重要である。試行錯誤の中
から、適切な運営の工夫が出てくることもあ
り、随時検証をしていくことで、一過性のイ
ベントに終わらせないようにする姿勢が不可
欠である67。現実の議会においてもその運営
のルールは、明文の規則とともに慣習に依拠
することが多い。慣習の積み重ねから、適切
な運営方法を見出していくことも、実は議会
を体験する上で重要な要素なのである68。
　
第４章　小　括
　概して法教育とは、専門家ではない一般人
を対象として、法や司法制度、これらの基礎
になっている価値を理解し、法的なものの考
え方を身に付けるための思考型・社会参加型
の教育であるのに対して、法学教育は、法曹
養成を念頭に条文の理解や法解釈技術などの
習得を目的とする知識型の教育であるとされ
る69。
　一連の模擬国会には、法教育と法学教育の
両者の特徴が含まれており、個別の教育ニー
ズに合わせて適切な教材となり得る幅の広さ
を持っているといえる。台本を読むだけの模
擬国会は初歩的な法教育の一環として実施で
きるし、法案や質疑の作成を含めた模擬国会
となれば、高度な法学教育の特性を持つよう
になる。さらに、それらを組み合わせて発展
段階的なカリキュラムに構成することも可能
になる。高大連携教育の必要性が指摘される
今日にあって、高度な模擬国会を体験した大
学生が、高校生に法教育としての模擬国会を
指導するという方法も考えられる。
　現在の法教育や法学教育は、裁判や法解釈
に偏りがちで、政策的判断を含む立法過程へ
　　　　　　　　　　　　　
67　この点、初等中等教育における教師の留意すべき点について、横大道ほか・前掲注（31）10頁を参照。
68　小・中学校段階での教育を念頭に置いた指摘であるが、考える力を育てるために教師が心がけたいポイントとして、①過
去の実践を振り返らせ理性的に学び直させること、②子どもに考え続けることを頑張らせること、③多くの知識を身につ
けさせることを挙げるものがある。梶田叡一『新しい学習指導要領の理念と課題―確かな学力を基盤とした生きる力を』（図
書文化社、2008年）76−78頁。模擬国会においても、これらを念頭に学生に主体的に考えさせることが有益であるが、教
員自身も同様に考える姿勢を身につける必要があろう。
69　法教育研究会報告書・前掲注（56）２頁。
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の関心が相対的に低いように思われる70。中
央省庁からの出向で国立大学の教員として勤
務した官僚は、「通常、実定法解釈が中心の
教育・・・以外に、公務員志望の学生が政策
立案を模擬的にではあれ経験しておくのは必
要ではないかと考える」71と述べる。ところ
が、「一部の研究者に法制度設計を重視する
者がいるが、一般的に見て、法律学者は法の
個別紛争の事後的解決機能に関心があり、政
策指向型ではないようである」72と問題点を
指摘する。さらに、学部の壁を越えたカリキュ
ラム編成の必要性を説くが、「大学というと
ころは、霞ヶ関以上の縦割りであるという印
象であり、現実にはハードルが高いと思われ
る」73との評価である。こうした困難の打開
策として、模擬国会を活用することが有用と
思われる。
　明治期に実施されていた模擬国会のよう
に、教員や学外の有識者も含めて、質疑や討
論が行われることが望ましい姿なのかもしれ
ない。そのためにも、大学において、模擬国
会をカリキュラム編成の中心に据えることが
有用であろう。これは法学部に限らず、他の
文系学部、学際系学部でも可能である。今回
の研究成果がそうした教育制度の改革に向け
た一助となれば幸いである。
 
おわりに
　ドイツ帝国宰相であったビスマルクは、
「ソーセージと法律は、それらに対する敬意
を保つためにも、製造過程を見てはならな
い」と言ったという。だが、国民が主権者と
なった今日においてまで、そうした「由らし
むべし、知らしむべからず」の施政は容認し
得ない。口に入れる食品に国民の関心が向く
のが当然であるように、日々の生活に影響を
与える法律にも関心が向いて当然である。
　確かに、現実の立法過程においては、「敬
意を保つ」ことが困難なほど、政略的な駆け
引きや私利私欲をめぐる応酬がなされること
もあろう。だからこそ、学校教育の現場では、
模範的な議会の姿を学ぶ機会が提供されなけ
ればならない。
　そして、立法過程においては、変動する社
会情勢に対応した柔軟な発想が不可欠であ
り、能動的学修の教材としても議会の存在意
義は非常に高いのである。
　本研究を通じて、一定程度は立法過程を用
いた能動的学修の素材を提供し得たと考える
が、まだまだ課題も多い。今後も教育現場で
の実践例を積み重ね、内容の改善に取り組む
ことが必須であると感じる次第である。
【追記】
　本報告書の提出後、「少年法の一部を改正
する法律」（平成26年法律第23号）を題材に
した模擬国会用のモデル・プログラム（台本）
を作成した（横大道聡・岡田順太・岩切大地・
大林啓吾・手塚崇聡「模擬国会の実践プログ
ラム　　少年法の一部を改正する法律（平成
26年法律第23号）を素材に」鹿児島大学教育
学部教育実践研究紀要24号（2015年２月刊行
予定））。また、岡田順太・岩切大地・大林啓吾・
横大道聡・手塚崇聡「模範議会2013―記録と
資料」白鷗大学論集29巻１・２合併号（2015
年３月刊行予定）も併せて参照いただければ
幸いである。
　　　　　　　　　　　　　
70　近時、法学分野から立法に関心を向けた業績として、井上達夫編『立法学のフロンティア⑴　立法学の哲学的再編』（ナ
カニシヤ出版、2014年）、西原博史編『立法学のフロンティア⑵』（ナカニシヤ出版、2014年）、井田良・松原芳博編『立
法学のフロンティア⑶　立法実践の変革』（ナカニシヤ出版、2014年）。
71　井原辰雄「法学教育・研究と公務員」人事院月報59巻５号（2006年）13頁。
72　同上14頁。
73　同上15頁。
